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1.2.3 IT推進会議行動成功要因分析図

凡　例

記　号 説　明

主従関係

相互関係

矛盾関係

赤字
内容が不明確であり、書いた本人に

意図・意味の確認が必要なもの

◆ＩＴ推進会議は、情報通信技術の積極的な活用により、簡素で効率的な行政運営を確立し、全庁的な連携をもって各
　種施策を的確に推進することにより、住民サービスの向上に寄与することを目的に、川口市の部長・局長クラスで構成
　される組織です。

◆本資料は、平成17年10月27日のＩＴ推進会議で行われた行動成功要因分析結果を整理したものです。
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市民モラル・環境について市民意識を向上させる

道路・河川・下水道・公園・土地利用を整備する（基礎整備 ）

多方面に渡る組織を見直す（組織）

市域（9地区の市に対す

るニーズの相違・地域差
への改善

市街地幹線道路整備遅
れ交通網・特にバス便の
見直し

環境特に（エネルギー）
意識の向上

ボランティア意識の向上

S班

町会組織の見直し

・未加入への対応

・補助金制度の見直し

マンションコミュニティ育
成

市民モラルの向上

有名私立大学の誘致を
行い、街を活性化する

きめの細い交通網の確
保（バス）

郊外地域に最低限の基
盤整備を行う

中小企業が常時技術を
展示する場所を支援す
る

基盤（防災・公園など）を
整備する

地域差の縮小（区画・下
水・道路）特にインフラ整
備

市街地・郊外等の地域状
況に応じた土地利用を行
う

増続けるマンション（住民・
建物）対策（スラム化・新
住民）

課長ポストも含め能力の
高い若手の人材だけで
構成する課を設置

大量の退職者が発生す
る。知的財産の保金が
必要

限られた能力のある職
員の適宜な配置（片寄ら
ない市役所）

部内課長会議の他に、
各課の有能な若手を集
めて部内業務全般につ
いて提言を行うことがで
きる機会を設置

各機能管理室の創設

基礎整備に関し、横断的
に指揮・監督権を持つ組
織を編成

施策によって、多方面に
渡る組織・事務の見直し

自衛隊OBを採用する

財政状況を認識し、財政改革を図る

審議会議等の委員の先
進市視察を廃止する

市のおかれている財政
状況を市民に示し共通
認識を持つ

財政改革のため、特に
維持管理費に係る既存
施策を廃止する

防犯・治安・災害・医療・交通を確保する（安心・安全 ）

警察・自衛隊との連携を
強める

集中豪雨等による、地域
ごとの地図を作成する

防災担当との連携

防犯　安全対策

自分の身は自分で守る
事の徹底

交通安全体制への充実

放置自転車・学童通学路
見通

生命と財産を守る事

（災害・防犯・医療）

慣行にとわられない意識改革をする（職員の意識 ）

仕事の能率は机の上の
整理から

政策立等能力職員の育
成

市職員が旧慣行にとら
われる事をやめる

（意識改革）

特別の事例に対しプロジェ
クトチームを大いに活用
する

建物管理などは組織を
越えて横ぐしを通した管
理体制を作る

月の目標を明確にし伝
達する

きめ細かい市民サービスを向上する

町舎、市域全議員との情
報を共有する

市の情報が誰にでも簡
単にみられる（分かる）方
策

業務時間の拡大による
窓口サービスの向上

市民への接客態度がま
だまだ民間と比べて悪い
ので、接遇強化

庁舎内のバリアフリーの
整備（高齢者が増える）

高齢化に伴う支所業務
充実（福祉拡大）

郊外の施設を有効活用
し住民サービスの向上を
図る

狭益・所在の改善

（執務環境）

安心相談員（町舎毎）を
配置する

コンビニを連携活用の検
討

合併、新しい取り組みを推進する

各自治体で行われてい
る新しい取組みを分析し、
良いものだけを取り入れ
る

川口市の区域内の鳩ヶ
谷市との合併は今後避
けて通れない

合併を推進し、より効率
的な行政運営を目指す
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市民と協働を進める

広域行政を推進

組織・意識改革を図る

市民満足度を適確に把
握できる

市民アンケート調査を毎
年、定期的に実施する

道路のゴミの収集

市民のボランティア精神

マンション住民の集会・コ
ミュニケーションにより犯
罪の防止

市民参加のまちづくり

趣味を同じにする人のボ
ランティア活用

地域に昔のとなり組を作
る

横断的な組織の構築

分かりやすい組織の見
直しを

・ワンストップ方式

横断的組織の検討

市民の立場に立って対
応する

（考えが市民と行政で異
なる）

明るく、優しい、親切な窓
口対応（住んでよかった）

川口市の将来像の見直
し

Ｗ班

町会の防犯組織の充実

東京都とさいたま市の間
に埋没しないよう県商地
域の市町村合併を進め
る

職員の意識改革

経営品質運動をさらにす
すめて市民の声をよく聞
くことが出来る

職員の意識改革を図る

特定市民に左右されな
い判断力を養う

社会常識が通じる組織と
する

市民が市役所に行きや
すい環境、受入体制を作
る

団塊世代の優秀職員の
活用

（安価での活用）

総花的に作成されている
総合計画を重点的な事
業限定にする選択と集
中型の計画を見直す

ワンストップサービス体
制の構築

市民との協働の防犯対
策を行う

財政改革を進める

財源配分の重点化を図
る

効率的な行政とスピード、
コスト縮減のため更なる
指定管理者制度を図る

人金の重点配置

受益者負担の適正化

（才出抑制　才入増加）

事務事業の見直し

市民の美化意識を向上
させる施策を実施する

行政と市民が協働するこ
とが可能となるよう市民
協働参加のしくみを構築
する

高齢・介護医療を重点化する

人口急増に伴う将来の
急速な高齢化に備え、高
齢化福祉対策を重点的
に進める

高齢者になっても安心に
暮らせる街づくり

高齢者、障害者、等の人
権を軽視した対応 医療・介護費用抑制のた

め検診・予防事業の充実

子育て支援を図る

子育て支援 子育て支援等の充実

環境対策を進める

首都圏20K以内にある緑

環境を守る
ごみの資源化

生ゴミ→肥料

市職員の意識を高める

電子市役所を進めるに
あたり、単に電子化する
のではなく、業務の見直
しを図ったうえで電子化
を進める

政策・事務事業評価を活
用して効果の出ない事
業の廃止、縮減見直しを
する

事業を大きく見直すやめ
る勇気を持つ

施設廃止等を英断を持っ
て行う

施設の統廃合と民間事
業者の活用

組織ルールに特別を作
らない

様関係の組織の強化を
行う

防災・防犯対策を進める

災害時の組織体制を職
で作らない

地域防災計画の（水・地
震）見直し

河川遊水地の早急な整
備 市民との協働の防災計

画をつくる

防犯対策組織の強化

自助・共済・公助の考え
方（啓発）

ゲリラ的豪雨、水害対策
のため河川、遊水地の
整備をすすめる

災害（水害）の多い地区
の河川整備を行う

河川整備を行う
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構造改革に努める

防災機能を高める

財政状況と他の市営の
重震度を見て学校の耐
震化を図る

避難所と災害対策本部
の連絡を密にする

民間委託（指定の管理者）
の推進

建て替え公共施設の複
合化移設の転換

O班

校種の枠を超えた教育
活動を推進し次代を担う
市民の育成につとめる

組織・機構の再編

組織間の情報交換会

町会のリーダー格の活
動を援助

安心・安全

避難所（学校）の耐震化

市域全体のバランスを見
て避難所の耐震化を図
る

ハザードマップの作成配
布

漏水防止の為の給水管
の布設替え

費用のかからない耐震
の工法を模索する

建物マップのを作成する

災害対策のマニュアル
の徹底

ITを推進する

川口を映像の街として全
国に発信し、その地位を
ゆるぎないものにする

IT産業・起業蒙への支援

IT産業　

ソフト会社の誘致

職員の研修の充実に努める

民間の協力、体験型など
多様な研修により教職員
の活性の向上を行う

市民サービス向上のた
めの民間の協力による
職員研修を実施する

部内、課内共々共通認
識の下に行動できる組
織づくりを行う。目的意
識、目標設定の共有化
を図る

多様なPRに努める

川口ブランドのPR

公共的施設の運営にボ
ランティアの利用

水の大切さのPR

市民の生の声を聴き取
れるモニターのシステム
づくりに心がける

ごみの減量化のための
3R、もったいない運動の
PR

市民のボランティア意識
を高めるため広報の充
実を図る

組織の見直しに努める

組織を改め知的財を担
当するセクション、社会
教育、広報関係を横断し
た組織をつくる

思い切った組織の改正
救済政策企画立案の部
署を設ける

思い切った事務の見直し
を行い重点的に担当セク
ションの強化に向けた人
的、予算的な調整を行う

（SKIPとの連携強化）

行政への市民参加を促す

事務の一部を市民へ委
託

市民活動団体の積極的
な活用

市外から転入した住民に
川口市民としての意識を
高める事業を行う

コミュニティスクールモデ
ル校により、開かれた学
校つくりの一層の推進を
行う

市民と共に防犯活動推進に努める

災害時、町会・自治会と
の連携・連絡を密にする

緑あふれる安らぎを感じ
る街づくりを行う（緑化環
境の活性化）

充実した町会組織を活
かした安全な街づくりを
する

市民にできることは、市
民で行えるよう自治的な
活動への支援に努める

ごみの減量化のための
分別徹底のための啓発・
啓もう

財源確保に努める

自主財源の開発

公営競技

場外車券売場の拡充

市内景気の高揚を図る
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T班

職員の意識改革（職場）によるサービス

縦割り組織から横断的
組織といするため、まず
は情報を共有する

組織の見直しをする

部内業務の相互援助

（人・金）

それぞれの事業の必要
性の認識

部内の業務について

・市の方針、政策等につ
いての共通認識

部内の連絡体制の見直
し

関係部局との横の連絡
連携を強化する

職員間のコミュニケーショ
ンが（上下関係）が不足
している

より明確な任務分担

伝達が適確にされている
かの見直しを行う

IT社会に向けた電子化

を図る

職員の業務改善意欲を
醸成する

各課の仕事の流れの見
直し

一人当りの執務面積の
拡大

区画（職員の意識改革に
よる）地区内の道路計画
の見直し

市民に日頃から情報を
提供すること

対応することについては
スピードをあげて

業務マニュアルを作成す
る

指定管理者の導入後の
職員の有効活用

職員の問題意識の向上

財政状況等について職
員の意識向上を図り、少
ない財源でより質の高い
サービス効果が出せるよ
う努力する

安心して暮らせる街づくり

防犯パトロールの強化

警察官の増員を図る

町会の防犯部の活用

（防犯パトロール）

最新医療機器を整備す
る

休日・夜間緊急体制の強
化

（緊急センターの建設）

優秀なDrを確保する

地域と病院連携を強化
する

通学路の安全確保のた
めの歩道整備

人口の増加を抑える

（マンション規制）

老後の生活への安心（安
全）

防犯訓練の充実を図る

医療機関への交通手段

（居住の近くにバス停）

地域コミュニティの推進による市民との協働の実現

住民相互のコミュニケー
ションを強める機会の設
定

地域の声を（情報）適格
に把握する

定年後の地域での居場
所

地域ごとの役割の認識

市民の協力、理解

地緑的コミュニティの他
市民参加によるテーマご
とのコミュニティ活動を推
進する

一声運動の実施

ボランティアの充実、市
民全員がボランティアの
加入する

日本一のボランティアの
街の早期現実

市民に対する災害補償
の充実

職員の意識改革による財源の確保

効果測定を適確に行って
いるか点検する

計画が時宣に適している
かの見直し

公営競技の活性化のた
め公営企業金融公庫納
付金の引下げを求める

未収金（税）の早期回収
体制

財源確保

税の滞納整理の強化

国・県及び隣接自治体と
の連携強化を図る

緑化の推進を図る

（屋上緑化）

地場産業のPRに努める

JR川口駅にホテルを併

設した駅ビルを設備する
よう働きかける

市営葬祭場をPFIを活用

し整備する

緑地を残す施策を実施
する
（公園の整備）

災害に強い街づくり

災害時において関係部
局との連絡を密にする

災害発生時の町会単独
での当番制

（意識向上）

市民を抱き込んだ現実
的な訓練の実施

防災訓練の充実

防災訓練の充実を図る

防災センター機能を併せ
持つ新庁舎をPFIを活用

し建設する

防災に対応出来る街路
の整備

災害発生時における初
期の対応等の当番制

（部単位）

災害弱者対策

危険性の高い地域の把
握

資器材の整備

災害弱者に対する安全
対策の強化

訓練（住民のための）の
あり方を見直す

低地等の土地利用規定

（用途規制）
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